
令和８年度 第１回 龍ケ崎市都市計画審議会 

 

 

                   日  時：令和８年６月２４日（水） 

                        午後２時００分から 

                   場  所：龍ケ崎市役所 

５階全員協議会室 

                         

 

 

～ 会 議 次 第 ～ 

 

 

１ 開  会 

 

 

２ あいさつ 

 

 

３ 議  題 

 

 【諮問第１号】竜ヶ崎・牛久都市計画 区域区分の変更 

 

 【諮問第２号】竜ヶ崎・牛久都市計画 用途地域の変更 

 

 【報告第１号】竜ヶ崎・牛久都市計画 下水道の変更 

 

 【報告第２号】特定生産緑地の指定 

 

４ 閉  会 



【諮問第１号】竜ヶ崎・牛久都市計画 区域区分の変更

資料１
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【諮問第2号】竜ヶ崎・牛久都市計画 用途地域の変更

令和８年６月２４日
都市計画審議会



１ 諮問について
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【諮問書】

【都市計画法第18条】

都道府県は、関係市町村の意見を聴き、かつ、都道府県都市計画

審議会の議を経て、都市計画を決定するものとする。

【都市計画法第19条】

市町村は、市町村都市計画審議会の議を経て、都市計画を決定す

るものとする。

※都市計画の変更の場合もこれに準ずる

法令上の位置づけ



１ 位置について
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北竜台市街地

佐貫市街地

龍ヶ岡市街地

【拡大図】

JR
龍ケ崎市駅

【位置図】

至
サプラスクエア

龍ケ崎市街地

川崎町北部地区



２ 経緯
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(1)県道（龍ケ崎市停車場線）の整備に

伴い、江川の形状が変更されている。

(2)佐貫市街地の区域区分界は、江川

の右岸とされている。

(3) ①区域区分界の変更

市街化調整区域への編入

②用途地域の変更

第一種中高層住居専用地域から除外

1987～1990年頃

2007年頃

都市計画図と航空写真

整備前河道

整備後河道



３ 計画図
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４ スケジュール
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内容 時期（予定）

龍ケ崎市都市計画審議会 本日

茨城県都市計画審議会 R8.7中旬

県本協議 省略（※）

告示 R8.9初旬

用途地域の変更：市決定

区域区分の変更：県決定
同時に告示をする必要があるため、告示予定日を調整

※今回の用途地域の変更は区域区分の変更（調整区域への編入）に伴う用途地域の変更のため、

軽易な変更扱いとなることから、県本協議は省略される。



【報告第１号】竜ヶ崎・牛久都市計画 下水道の変更

資料２
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令和８年６月２４日
都市計画審議会



１ 公共下水道の都市計画上の位置づけ
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都市計画において、各種の規制や誘導を図るルールとして、主に『土地利用規制』『都市施設』『市街地開発
事業』の３つに区分されており、公共下水道は『都市施設』の処理施設に位置付けられている。（都市計画法
第11条第1項第3号）。

区域区分
・市街化区域
・市街化調整区域
地域地区
・用途地域
・特別用途地区
・高度地区
・防火地区
・生産緑地地区 など
地区計画等

交通施設（道路等）
公園・緑地等の公共空
地供給施設又は処理施
設（下水道等）
その他

市街地開発事業
・市街地再開発事業
・土地区画整理事業

など

土地利用規制 都市施設 市街地開発事業

都市施設とは・・・都市での諸活動を支え、生活に必要な都市の骨組みを形作る施設で都市計画に定め
ることができるもののこと。



２ 経緯
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上位関連計画の見直し

霞ヶ浦流域別下水道整備総合計画

【龍ケ崎市公共下水道全体計画】
市の下水道施設をどのように建設・整備するかを定めた長期計画。

【流域別下水道整備総合計画】
河川の流域単位で、目標とする水質や、将来の下水道整備の規模・配置を定めるマスタープラン。
龍ケ崎市は霞ヶ浦、利根川の２つの流域に属する。

利根川流域別下水道整備総合計画

霞ヶ浦常南流域下水道全体計画

龍ケ崎市公共下水道全体計画

【流域下水道全体計画】
流域の下水道施設をどのように建設・整備するかを定めた長期計画。

茨城県策定の上位関連計画の見直しに伴
い、龍ケ崎市公共下水道全体計画の見直し
を実施（令和８年３月）

農業集落排水施設を公共下水道へ統廃合 など



３ 都市計画決定の変更箇所
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① 農業集落排水事業の公共
下水道事業への統廃合

②川崎町北部地区逆線引き

④一定の土地利用が
なされている区域

③区域外流入として
既接続区域



３ー① 農業集落排水事業の公共下水道事業への統廃合
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・供用開始から20年以上経過しており、老朽化が進んでいる

・処理区域内人口の減少が見られる

・今後の維持管理や設備の更新等に必要となる費用は
増大する見込み

農業集落排水事業（H13 供用開始）

処理能力、ライフサイクルコストについて検討した結果・・・

・処理能力に問題なし
（接続部下流の管路及び処理場（利根浄化センター）の計画処理水量内であることを確認）

・経済的に優位
（処理場の更新費と管路等の建設費・維持費等を比較し、編入した方が有利であることを確認）

農業集落排水区域を公共下水道に統廃合

約45.4ha



３ー② 川崎町北部地区逆線引き
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(1)県道（龍ケ崎市停車場線）の整備に

伴い、江川の形状が変更されている。

(2)佐貫市街地の区域区分界は、江川

の右岸とされている。

(3)現在の河道に合わせて区域区分を変更

⇒下水道の区域を変更

1987～1990年頃

2007年頃

整備前河道

整備後河道

区域区分変更

変更前

変更後

約0.2ha



３ー③ 区域外流入として既接続区域
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市役所北側区域

特別養護老人ホーム、保育所、新給食センター等

約6.2ha

約3.1ha

藤ケ丘５丁目西側区域

遊戯施設跡地

下水道事業区域外であるが前面に下水道管
が埋設されている等の特別な事情により区
域外流入している区域を都市計画決定し、排
水区域とする。



３ー④ 一定の土地利用がなされている区域
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既に一定の土地利用がなされている区域を
排水区域に追加する

ハローワーク周辺

ハローワーク、牛尾病院、小児科、老人ホーム等

市役所南西側

飲食店、老人ホーム、病院等

約10.8ha

約7.7ha



4 今後のスケジュール
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変更素案作成

住民説明会 令和８年５月１６日

茨城県事前協議

案の公告・縦覧

龍ケ崎市都市計画審議会（諮問・答申）

都市計画の決定・変更告示・縦覧 令和８年１２月

茨城県下協議

公聴会 令和８年８月

令和８年８月～９月

令和８年１１月

令和８年１０月

都市計画審議会報告（本日）



【報告第2号】特定生産緑地の指定

令和8年6月24日

都市計画審議会
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資料３



1 生産緑地の概要
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〇生産緑地制度
⇒生産緑地法に基づき、市街化区域内において、良好な都市環境の形成を図るため、
都市計画により定められた農地。

◇制限や特別措置

（1）農地として管理することが義務付けられる。

（２）原則、建築物の建築、宅地の造成などの行為はできない。

（3）固定資産税等の税制優遇。

◇指定の要件

①500㎡以上の区域であること。

②防災、景観、都市環境の保持など、都市計画上の保全意義があること。

③適切な営農活動の継続が可能であること。



2 特定生産緑地制度の概要
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〇特定生産緑地指定の有無による違い

項目 特定生産緑地の指定を受けた場合 特定生産緑地の指定を受けない場合

主な税負担
固定資産税等が農地課税
生産緑地と同様に農地課税がされ、
税負担が軽減されます。

固定資産税等が宅地並み評価・課税
宅地並みの課税に移行し、税負担が増加します。
※５年間激変緩和措置あり

相続税の納税猶予
適用対象
生産緑地と同様に、相続税の納税猶予制度
を適用できます。

適用対象外
相続税の納税猶予制度は適用できません。
※生産緑地で猶予されていた相続税については、
営農することを条件に継続されます。

土地の活用
営農の継続が必要
引き続き農業の継続（耕作）が求められます。

営農の義務なし
農業の継続義務はなく、宅地化や建物の建築など
自由な土地活用が可能です。

買取り申出
原則不可
指定期間中は買取の申出をすることは
できません。

いつでも可能
市に対していつでも買取りの申出をすることが
できます。

〇特定生産緑地制度

指定から30年が経過する生産緑地について、買取申出の期日を10年毎に延長・更新する

ことで、これまでと同様に税に関する優遇措置を受けながら営農することができる制度。

●✕



3 特定生産緑地指定に係る手続きについて
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制度の内容などを周知し、

所有者の意向を確認します。

所有者の同意を得たうえで、

申請書を提出していただきます。

提出された書類を受付し、

内容を審査します。

都市計画審議会に諮り、

指定に関する意見聴取を行う。

特定生産緑地として指定・告示、

所有者や農地等利害関係者へ通知をします。

3

2

21

4

5

時期 内容

令和8年4月

〇申出基準日到来のお知らせを所有者へ送付

・貝原塚第7号生産緑地地区

・羽原第4号生産緑地地区

令和8年5月
〇所有者より特定生産緑地指定申出書提出

・2地区とも特定生産緑地への指定を希望

令和8年5～6月上旬
〇申出書受付・審査

・各書類の審査、現況確認

令和8年11月

〇都市計画審議会

・諮問内容

→特定生産緑地に指定するにあたっての意見聴取

（生産緑地法第10条の2第3項）

令和8年12月

〇特定生産緑地への指定の告示

・特定生産緑地に指定した生産緑地について、

指定した旨を所有者及び農地等利害関係者に

通知する



4 対象の生産緑地地区
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〇生産緑地名称
→貝原塚第７号生産緑地

〇面積
→①２７１㎡

②２７７㎡ 計５４８㎡

〇生産緑地都市計画決定告示日
→平成８年１２月１７日（申出基準日：令和８年１２月１７日）

〇生産緑地名称
→羽原第４号生産緑地地区

〇面積
→９０５㎡

〇生産緑地都市計画決定告示日
→平成８年１２月１７日（申出基準日：令和８年１２月１７日）


